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図表２

図表３

組合数 金額 対前年（％） 組合数 金額 対前年（％） 支給月数

令和６年12月末妥結状況 96 828,034 105.3% 96 799,332 105.3% 2.60

同組合令和５年妥結状況 96 786,529 - 96 759,401 - -

令和５年調査最終結果 100 760,741 101.3% 100 740,825 101.6% 2.46

（注）　１　要求金額、妥結金額は組合員数による加重平均である。
　　　　２　同組合令和５年妥結状況は、今回集計した組合の前年の状況。
　　　　３　令和５年調査最終結果は、昨年１２月末時点で集計した最終。
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図表４　企業規模別

組合数 今年額 前年額 対前年(%) 組合数 今年額 前年額 平均賃金 対前年(%)
支給
月数

平均年齢

96 828,034 786,529 105.3 96 799,332 759,401 307,940 105.3 2.60 39.0

96 673,333 647,870 103.9 96 618,324 595,293 282,380 103.9 2.19 39.9

39 616,715 594,040 103.8 39 576,841 553,832 280,202 104.2 2.06 39.4

57 852,348 808,677 105.4 57 824,932 783,053 311,131 105.3 2.65 39.0

（注） １．　３００人以上・未満の欄は加重平均により集計

　 ２．　加重平均は労働組合員１人あたりの平均であり、単純平均は労働組合１組合あたりの平均である。

３．　前年額は、今回集計を行った組合の前年額であるため、昨年公表した最終結果とは一致しない。

図表５　地域別

組合数 今年額 前年額 対前年(%) 組合数 今年額 前年額 平均賃金 対前年(%)
支給
月数

96 828,034 786,529 105.3 96 799,332 759,401 307,940 105.3 2.60 193

13 753,918 729,458 103.4 13 733,609 707,883 312,151 103.6 2.35 18

7 699,399 693,906 100.8 7 666,746 650,170 286,112 102.5 2.33 7

24 872,463 806,738 108.1 24 859,362 796,014 307,761 108.0 2.79 38

19 843,518 804,165 104.9 19 791,843 762,669 303,064 103.8 2.61 42

12 738,198 745,588 99.0 12 723,252 734,119 320,970 98.5 2.25 42

20 849,259 801,288 106.0 20 815,106 753,844 309,725 108.1 2.63 44

1        X        X    X 1        X        X        X    X    X 2

（注） 組合員数による加重平均で集計

計（加重平均）

計（単純平均）
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３００人以上

(単位：円、月、％）

妥結要求

区分

(単位：円、月、％）

調査対
象組合

要求 妥結

柳 井

計

岩 国

区分

萩 ・ 長 門

山 口 ・ 防 府

周 南

宇部・ 小野田

下 関



図表６　産業別

組合数 今年額 前年額
対前年

(%)
組合数 今年額 前年額

対前年
(%)

支給
月数

96 828,034 786,529 105.3 96 799,332 759,401 105.3 2.60 193

57 874,110 826,192 105.8 57 862,192 818,120 105.4 2.71 100

3 369,457 459,500 80.4 3 365,264 383,842 95.2 1.28 6

0        -        -    - 0        -        -    -    - 0

2 643,266 637,770 100.9 2 431,263 403,429 106.9 1.71 2

3 759,356 662,456 114.6 3 701,881 615,678 114.0 2.32 5

11 877,300 842,660 104.1 11 878,557 839,917 104.6 2.63 26

2 586,555 552,751 106.1 2 641,552 552,751 116.1 2.33 4

1        X        X    X 1        X        X    X    X 2

4 668,667 721,397 92.7 4 661,641 710,299 93.1 2.37 8

10 898,417 825,841 108.8 10 884,806 821,892 107.7 2.97 11

2 900,517 785,423 114.7 2 900,517 785,423 114.7 2.93 2

3 673,658 625,735 107.7 3 518,751 503,722 103.0 1.95 6

4 847,423 811,723 104.4 4 777,813 775,118 100.3 2.96 10

4 647,494 717,062 90.3 4 614,343 690,926 88.9 2.00 7

8 957,490 891,980 107.3 8 946,615 895,839 105.7 2.92 11

0        -        -    - 0        -        -    -    - 0

3 855,889 795,014 107.7 3 806,627 777,379 103.8 2.76 3

0        -        -    - 0        -        -    -    - 2

1        X        X    X 1        X        X    X    X 2

13 646,555 615,398 105.1 13 558,086 512,289 108.9 2.03 28

8 535,464 544,217 98.4 8 519,962 520,345 99.9 1.91 26

3 618,229 627,496 98.5 3 615,464 624,796 98.5 2.45 5

0        -        -    - 0        -        -    -    - 1

1        X        X    X 1        X        X    X    X 1

1        X        X    X 1        X        X    X    X 1

4 903,891 904,505 99.9 4 749,594 748,803 100.1 2.59 14

5 670,650 555,000 120.8 5 526,000 440,000 119.5 2.00 10

１．　組合員数による加重平均で集計。

２．　前年額は、今回集計した組合の前年額であるため、昨年の最終集計結果とは一致しない。

３．　電気機器・電子部品等は、電気機械器具、情報通信機械器具、電子部品・デバイスの各製造業の合算。

(単位：円、月、％）

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス、娯楽業

教育・学習支援業、医療福祉

金融・保険業・不動産業

（注）

情 報 通 信 業

輸 送 用 機 械 器 具

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業 、 郵 便 業

建 設 業

調査対
象組合

妥結要求

区分

産 業 計

製 造 業 計

食 料 品 ・ た ば こ

繊 維 工 業

製
造
業

パ ル プ ・ 紙 ・ 印 刷

電気機器・電子部品等

ゴ ム 、 皮 革 製 品

そ の 他

非 鉄 金 属

一 般 機 械 器 具

鉄 鋼 業

木材 ・ 木製品 ・ 家具

化 学 工 業

石 油 ・ 石 炭 製 品 等

金 属 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

卸 売 ・ 小 売 業

学術研究、専門技術サービス業

複合サービス事業、サービス業



図表７　金額階層別

３００

～９９９人 令和６年 令和５年

96 39 21 36 100.0 100.0

円未満 5 5 0 0 5.2 5.0

～ 円 4 2 2 0 4.2 2.0

～ 円 3 2 1 0 3.1 3.0

～ 円 4 3 1 0 4.2 8.0

～ 円 6 3 1 2 6.2 6.0

～ 円 4 1 2 1 4.2 12.0

～ 円 5 3 1 1 5.2 6.0

～ 円 11 0 4 7 11.5 4.0

～ 円 6 4 1 1 6.2 10.0

～ 円 9 3 4 2 9.3 12.0

～ 円 5 3 0 2 5.2 2.0

～ 円 4 2 0 2 4.2 4.0

～ 円 4 2 0 2 4.2 6.0

～ 円 3 1 1 1 3.1 2.0

～ 円 6 1 1 4 6.2 2.0

～ 円 2 1 0 1 2.1 4.0

～ 円 4 1 1 2 4.2 4.0

円以上 11 2 1 8 11.5 8.0

（注） 令和５年の分布率は、令和５年の最終結果
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